
別紙１
【別紙様式】特定事業者支援事業に関する公表様式

事業名

総事業費
（千円）

76,321千円
交付金関連事業費
（交付対象経費）

（千円）
76,321千円

物価高の克服（経済対策）
との関係

大分県は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援として、物価高騰対応
重点支援地方臨時交付金を活用し、以下の事業を実施します。

乗合バス利用効果実証事業を実施する者に対する補助金等の交付

 大分県内の乗合バス事業者９社や本事業の広報・アンケート調査を実施する有限
会社大分合同新聞社を交付対象者として補助金等を交付し、乗合バス事業の継続を
支援する本事業は、物価高騰の影響を受けている事業者の支援を通じた地方創生に
資する事業に該当するものであり、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活
用することが妥当である。

①目的
 県内の路線バスを対象としたバス無料デーを実施することで、路線バスの利用促
進を図り、燃料高騰により採算が悪化している乗合バス事業者を支援する。

②交付金を充当する経費・算定根拠
 【交付金を充当する経費】
  [補助金]66,492千円（バス事業者向け補助）
  [委託料]  9,829千円（広報委託費・アンケート調査委託費）
 【算定根拠】
  [補助金]・平均単価×輸送人員×4日間＝66,492千円
  [委託料]・子ども･マイカー利用者等をターゲットにした広報 5,390千円
        ・アンケート調査費 4,439千円
③交付対象
 １）交付対象者
   [補助金]乗合バス利用効果実証事業（実証運行）を実施する者
       （大分県内の乗合バス事業者）９者
   [委託料]乗合バス利用効果実証事業（広報･アンケート調査）を実施する者
       （有限会社大分合同新聞社）１者
 ２）交付対象者の選定理由・選定方法
   [補助金]乗合バス事業者は、物価高騰の影響により採算が悪化し、路線バス
      の休廃止等、県民の生活に直接影響を及ぼすため、公共交通の利用
      促進として運賃無料運行を実施する大分県内の乗合バス事業者９社を
      交付対象者として、補助金を交付する。
   [委託料]本事業の広報・アンケート調査業務を企画提案競技にて最優秀提案
      者を選定し委託する。

④期待される効果
 県民のバス利用を促進することで、物価高騰の影響下にあっても、バス事業者の
経営安定を図られ、県民の生活交通が維持・確保される。

事業概要


